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一．業務の概況 

１．監査法人の目的及び沿革 
 (１)目的 
①財務書類の監査又は証明の業務 
②財務書類の調整、財務に関する調査若しくは立案又は財務に関する相談の業務 
③公認会計士試験に合格した者に対する実務補習 

 
(２)沿革 

2020年 7月 1日 設立 
2020年 9月 28日 準登録事務所 
2022年 2月 21日 有限責任監査法人に移行し、法人名称を ES ネクスト監

査法人から ESネクスト有限責任監査法人に変更 
2022年 3月 28日 上場会社監査事務所 
2023年 10月 31日 2022年 5月に交付された「公認会計士法及び金融商品取

引法の一部を改正する法律」に規定された新制度の上場

会社等監査人登録制度による上場会社監査事務所名簿へ

の登録 
 

２．無限責任監査法人又は有限責任監査法人のいずれであるかの別 
当法人は公認会計士法第 1条の３第４項に規定する有限責任監査法人です。 

 
３．業務の内容 
(1) 業務概要                                                                                                                             
 監査証明業務における当期末現在の被監査会社数159社（前期比 4社増加）、
監査証明業務に係る当期収入は 2,331,352千円（前期比 267,923千円増加）と



なりました。また、当法人は非監査証明業務として、制度調査及び財務調査等

を行っております。非監査証明業務の対象会社数は 71 社（前期比 2 社増加）、
非監査証明業務に係る当期収入は 126,350千円（前期比 3,760千円減少）とな
りました。 
 上記の結果、監査証明業務と非監査証明業務を合わせた当期の業務収入総額

は、2,457,702千円（前期比 264,163千円増加）となりました。なお、当期末に
おける被監査会社の契約種類別の会社数及び当期中の非監査証明業務対象会社

数、ならびにそれぞれの大会社数等の数は、下記(3)及び(4)に記載のとおりです。 
 
(2) 新たに開始した業務その他の重要な事項 
該当事項はありません。 

 
(3) 監査証明業務の状況 

※2025年 12月 31日現在 
（会計年度末日） 

種別 
被監査会社等の数 

総数 内大会社等の数 
①金商法・会社法監査 13社 13社 
②金商法監査 － － 
③会社法監査 2社 － 
④学校法人監査 － － 
⑤労働組合監査 － － 
⑥その他の法定監査 143社 － 
⑦その他の任意監査 1社 － 

計 159社 13社 
 

(4) 非監査証明業務の状況 
区分 対象会社数 

大会社等 6社 
その他の会社等 65社 

計 71社 
 
４．業務管理体制の整備及び業務の運営の状況 
(1) 業務の執行の適正を確保するための措置 
① 経営の基本方針 

パートナー全体会とは、パートナー規約パートナー全体会規程に従って、



全パートナーで構成される法人の最高の意思決定機関で、法令定款等に定

められている事項、規定等の改廃等の重要事項の意思決定をし、そして、

監査契約、非監査業務の新規締結・更新を承認しています。パートナー全

体会は、毎年２月の年次総会のほか月次で開催しています。 
当法人のパートナーは、以下の理念を尊重しています。 
「デジタルがプラットフォームになる新時代において、『Next』次世代を
リードする、『Entrepreneur』経営者・起業家・新規事業者・各分野のイ
ノベーターを、様々な分野での多様な経験をベースにした高い専門能力に

より、『Support』支援することで、社会に貢献する。」 
経営会議は、理事パートナー規約経営会議規程に従って、理事長パートナ

ーと理事パートナーで構成される会議体で、経営の重要事項について協議

し、法人業務の具体的な意思決定及び法人の業務執行を担う機関であり、

法人の経営方針の決定と諸施策のマネジメントを行っています。毎月の定

例の経営会議と必要に応じて随時開催される臨時経営会議があります。パ

ートナーへの周知事項は適時にパートナーに報告・説明がされています。 
 

② 経営管理に関する措置 
監査法人のガバナンス・コードに従い、社外ガバナンス委員（INE）に
よる経営評議会を設置しています。社外ガバナンス委員規約経営評議会規

程に従って、経営評議会は毎月開催され、パートナー全体会の議案も含め

経営会議の承認事項等を説明し社外ガバナンス委員の意見や助言を受け

ています。また、理事長パートナー、理事パートナー及びパートナーの職

務遂行等を監督する目的で監事規程に従い監事を置いています。 
 

③ 法令遵守に関する措置 
当法人は、インサイダー取引、ハラスメント、独立性、情報セキュリテ

ィ等に係る必須研修を定期的に開催しています。当法人、各パートナー及

びその他の監査従事者は、定期的に独立性の確認を行うとともに、職業的

専門家としての基準及び法令等を遵守して監査業務を実施しています。当

法人は、各パートナーに対して、定期的に競業禁止義務の確認を行ってい

ます。 
 

④ その他 
（情報通信技術の取得又は開発、維持及び配分） 
当法人は、情報セキュリティ責任者、DX担当者を設置し、監査業務の
実施を支援するソフトウェアやツールの取得又は開発、維持及び配分を行



っています。 
当法人は、情報セキュリティポリシーや情報セキュリティに関する規程

に基づき、監査業務において使用するＰＣ等の情報資産の管理、電子デー

タのアクセス権管理、サイバーセキュリティ対策などを情報セキュリティ

責任者において一括管理し、情報セキュリティレベルの均質化を実現する

とともに、情報セキュリティ強化に取り組んでいます。 
また、監査関与先の DXの進展に対応するため、生成 AIの活用やデー

タ分析ツールの利用等により監査業務の DX化を推進しています。 
 

(2) 上場会社等の財務書類に係る監査証明業務を公正かつ的確に遂行するために
必要な業務の品質の管理を行う専任の部門の設置又は主として従事する公認

会計士（以下「専担者」という。）の選任の状況 

① 専任の部門の設置又は専担者の選任の状況 
当法人は、専担者として品質管理責任者のほか、品質管理業務を管掌す

る複数の理事を品質管理担当者として配置しています。品質管理責任者及

び品質管理担当者（以下、品質管理担当責任者）は、品質管理規程に基づ

き、契約審査、意見審査、会計監理、監査監理、監査業務管理、情報セキ

ュリティ等の品質管理システムに関する業務の整備及び運用を行い、モニ

タリング担当者がモニタリングを行います。当法人は、品質管理業務に従

事するために必要な経験や知識を有していること、及び品質管理システム

に関する業務に従事するための十分な時間が確保できることを確認の上、

品質管理担当責任者を選任しています。 

 

② 専任の部門又は専担者と、上場会社等の財務書類に係る監査証明業務を行
うための部門等との間における独立性の確保の状況 

当法人の品質管理担当責任者は、品質管理システムに関する業務に従事

するほか、一定の制限のもと個別の監査業務にも従事しています。そのた

め、品質管理担当責任者が担当する品質管理業務との間における独立性を

確保する観点から、該当する個別の監査業務が品質管理システムに関する

業務において自己レビューとなることが無いよう、複数の担当者によるク

ロスチェックを実施しています。 

 

(3) 業務の品質の管理の状況等の評価 
① 基準日（会計年度中の一定の日） 

2025年 12月 31日 
 



② 業務の品質の管理の目的 
当法人は、監査に関する品質管理基準が適用される業務に関して、その

品質管理システムを整備し運用する責任を有しています。品質管理システ

ムは、当法人に対して、以下の事項について合理的な保証を提供するため

に整備し運用されます。 

・当法人及び専門要員が、職業的専門家としての基準及び適用される法令

等に従って自らの責任を果たすとともに、当該基準及び法令等に従って

業務を実施すること。 

・当法人又は業務責任者が状況に応じた適切な業務報告書を発行するこ

と。 

 

③ 基準日における業務の品質の管理の方針の策定及びその実施に関する措
置 

ア． 業務に関する職業倫理の遵守及び独立性の保持 
(ア) 職業倫理 

当法人は、誠実性、公正性、専門能力、正当な注意、守秘義務、

職業的専門家としての行動等の職業倫理の遵守に関する方針及び

手続を定め、全構成員の遵守を義務付けるとともに、研修等によ

り周知徹底を行っています。 

(イ) 独立性 

当法人の全構成員が、日本公認会計士協会の倫理規則等で定め

る独立性の規定を遵守していることを確認するため、毎期定期的

かつ必要に応じ、独立性の保持のための方針及び手続に関する確

認書である倫理規則実務ガイダンス第３号「監査人の独立性チェ

ックリスト（実務ガイダンス）」により利害関係の有無を調査し、

提出を求めています。 

(ウ) 業務執行社員等のローテーション 

監査報告書を発行している全ての監査業務について、その主要

な担当者(業務執行社員、審査パートナー)に対して、倫理規則等

で定める一定期間のローテーションを義務付けています。 

 

イ． 業務に係る契約の締結及び更新 
監査契約を新規に締結又は更新する場合は、業務執行社員は、当法

人の監査実施体制及び契約締結の判断に重要な影響を及ぼす事項等

についての検討結果をパートナー全体会に報告し、契約締結に関する

承認を得ています。なお、所定の項目に該当する場合には、業務執行



社員はパートナー全体会の前に、契約審査会の承認を得ることとして

います。 

非監査業務契約を締結する場合には、業務実施責任者は、非監査業

務内容をパートナー全体会に報告し、契約締結に関する承認を得てい

ます。 

 

ウ． 業務を担当する社員その他の者の選任 
監査契約、非監査業務の新規締結・更新及び監査契約の業務執行社

員と非監査業務の業務実施責任者は、パートナー全体会で承認されて

います。 

 

エ． 人材、情報通信技術その他の業務の運営に関する資源の取得又は開発、
維持及び配分 

(ｱ) 社員の報酬の決定に関する事項 
監査の品質及び法人の業績など総合的に勘案して決定していま

す。 
 

(ｲ) 社員及び使用人その他の従業者の研修に関する事項 
教育・訓練については、専門要員の能力及び適性を高めるため、

法人全体研修、職階別研修、新人研修、パートナー監査品質研修、

そして、適時に必要な研修会を開催し、そして法人が指定する

CPDオンライン必須研修も受講し、継続的専門研修制度の完全履

修を義務付けています。 

 

オ． 業務の実施及びその審査 
(ｱ) 専門的な見解の問合せ 

業務執行社員は、判断に困難が伴う重要な事項や見解が定まっ

ておらず判断が難しい重要事項に直面した場合には、当該事項を

審査パートナーに事前に相談を行うこととしています。必要な場

合には、当法人内外の専門的知識及び経験を有する者への問い合

わせを行い、入手した見解を検討します。 

 

(ｲ) 監査上の判断の相違の解決 
業務執行社員は、監査上の判断の相違が生じるおそれのある事

項を認識した場合には、適時に審査パートナーに事前に相談を行

い、審査パートナーと監査上の判断の相違が生じないように努め



ますが、それでも業務執行社員と審査パートナーとの間の監査上

の判断の相違が解消できないときには、上級審査会で審議し、監

査上の判断の相違を解決するための適切な措置を講じることとし

ています。 

 

(ｳ) 監査証明業務に係る審査 
当法人のすべての法定監査及び監査報告書の提出が見込まれる

その他の法定監査について、審査パートナーによる審査を受審す

るものとしています。審査パートナーの選任は、審査担当理事パ

ートナーが行い、経営会議で選任状況を報告しています。審査パ

ートナーの適格性については、審査対象会社の監査業務に一定期

間従事しておらず、かつ、法人内所定のパートナー品質管理面談

の完了及びパートナー品質管理研修の受講したものを対象として

います。審査担当会社の割当ては、品質管理活動年数や経験業種

等を考慮の上決定しています。審査パートナーは、法人所定のチ

ェックリストを使用し、監査計画及び監査意見形成に係る問題点

の有無並びに監査意見の形成について業務執行社員と討議すると

ともに、裏付けとなる監査調書の検討及び財務諸表とその監査報

告書の検討を行うことにより審査を実施しています。 

決算に及ぼす影響が大きく、慎重な判断を必要とする事項等が

ある場合は、審査担当理事パートナーは合議制による上級審査会

を開催し、業務執行社員は当該審査項目につき同意を得ることと

しています。 

 

(ｴ) 監査ファイルの電子化その他の監査調書の不適切な変更を防止
するために行っている監査調書の管理及び保存に関する体制の

整備状況 

当法人は、監査調書の作成・保存において電子監査調書システ

ムを利用しています。電子監査調書システムではロック後に監査

調書の追加や修正を行うことはできず、また、監査報告書日以降

監査調書の改ざんのための不適切な修正又追加を行わないよう周

知とモニタリングを実施しています。 

 

カ． 業務に関する情報の収集及び伝達 
当法人は、品質管理システムを支える、関連性のある信頼性の高い

情報を識別し、補足し、処理し、また維持する情報システムを構築し



ています。品質管理に関する情報は、適時にパートナーへ報告・説明

がされるほか、グループ会議、品質管理担当からのメールアナウンス

等を通じて共有されています。 

また、当法人は監査品質のマネジメントに関する年次報告書を年に

一度発行し、法人の品質管理システムに関する情報を開示しています。 

 

キ． 前任及び後任の公認会計士又は監査法人との間の業務の引継ぎ 
当法人は、監査基準報告書900「監査人の交代」に準拠し、当法人

が前任監査人となる場合及び後任監査人となる場合の双方において、

不正リスクへの対応を含めた監査業務の引継を適切に実施すること

としています。また、品質管理責任者は、監査チームによる監査業務

の引継が適切に実施されていることを監査チーム責任者から報告を

受け確かめることとしています。 

 

ク． アからキまでに掲げる事項についての責任者の選任並びにその役割
及び責任の明確化 

当法人は、理事長パートナーに対して上記品質管理システムに関す

る最高責任者を割り当てています。また、品質管理システムの整備及

び運用に関する責任者に理事パートナーより選任された品質管理責

任者を割り当てています。このほか、独立性に係る要求事項の遵守の

運用に関する責任者、モニタリング及び改善プロセスの運用に関する

責任者をそれぞれ理事パートナーから選任して割り当てています。 

 

ケ． アからクまでに掲げる事項についての目標の設定、当該目標の達成を
阻害する可能性のある事象（以下「リスク」という。）の識別及び評

価並びに当該リスクに対処するための方針の策定及び実施 

当法人は、理事長パートナー、理事パートナーが参加する経営会議

において、リスクの識別及び評価並びに当該リスクに対処するための

方針や手続を決定の上、法人の施策として実施しています。 

 

コ． アからクまでに掲げる事項についての実施状況の把握（以下「モニタ
リング」という。）及び当該モニタリングを踏まえた改善 
当法人は、モニタリング及び改善プロセスの運用に関する責任者が、

上記品質管理システムの有効性を検証するためのモニタリングを実

施しています。当該品質管理システムのモニタリングによって発見さ

れた不備事項は、その影響を評価した上で、経営会議に報告されます。



経営会議の報告を受け、理事長パートナーは、品質管理システムの整

備及び運用に関する責任者に対して改善措置による是正を適時に指

示します。個別の監査業務に対するモニタリングは、定期的又は適時

に実施しています。個別の監査業務のモニタリングによって発見され

た不備事項も同様にその影響を評価した上で、対象となった監査業務

の業務執行社員に対して指導又は改善措置による是正を指示します。

併せて必要な場合、法人の品質管理システムに対して改善措置による

是正を実施します。発見された不備事項やその是正措置の内容は、定

期的又は適時に専門要員へ研修等による周知を実施しています。 

 

④ 業務の品質の管理の方針の策定及びその実施について監査法人を代表し
て責任を有する社員による評価の結果及びその理由 

理事長パートナーは、モニタリング及び改善プロセスの運用に関する責

任者から品質管理システムのモニタリング結果及び識別された不備事項

の評価基準日における是正措置による改善状況の報告を受けています。そ

の結果、当法人の品質管理システムは、評価基準日である2025年12月31

日時点において、当該システムの目的が達成されているという合理的な保

証を監査事務所に提供していると結論付けています。 

 

⑤ ④の評価の結果が、業務の品質の管理の目的が達成されているという合理
的な保証を提供していないことを内容とするものであった場合には、業務

の品質の管理の方針の策定及びその実施に関する措置を改善するために

実施した、又は実施しようとする措置の内容 

該当ありません。 

 
(4) 公認会計士である社員以外の者が公認会計士である社員の監査証明業務の執
行に不当な影響を及ぼすことを排除するための措置 
当監査法人の社員（パートナー）はすべて公認会計士であるため、公認会計

士である社員以外の者が公認会計士である社員（パートナー）の監査証明業務

の執行に不当な影響を及ぼすことはないと考えられることから、特段の措置は

講じておりません。 

 
(5) 直近において日本公認会計士協会の調査（公認会計士法第 46 条の９の２第１
項（品質管理レビュー））を受けた年月 

2025年 6月 
 



(6) 業務の品質の管理の方針の策定及びその実施に関する措置について監査法人
を代表して責任を有する社員一名による当該措置が適正であることの確認 
 理事長パートナー鈴木真一郎は、業務の品質管理の方針の策定及びその実施

に関する措置について、当該措置が適正であることについて確認しています。 
 

５．公認会計士（大会社等の財務書類について監査証明業務を行ったもの又は登録上

場会社等監査人であるものに限る。）又は他の監査法人との業務上の提携（法第

24条の４又は第34条の34の13に規定する業務を公認会計士と共同して行うこ

とを含む。）に関する事項 
(1) 当該業務上の提携を行う当該公認会計士又は他の監査法人の氏名又は名称 
該当事項はありません。 

 
(2) 当該業務上の提携を開始した年月 
該当事項はありません。 

 
(3) 当該業務上の提携の内容 
該当事項はありません。 

 
６．外国監査事務所等（外国の法令に準拠し、外国において、他人の求めに応じ報酬

を得て、財務書類の監査又は証明をすることを業とする者）との業務上の提携に

関する事項 
(1) 当該業務上の提携を行う外国監査事務所等の商号又は名称 

ネットワーク・ファームとしての外国監査事務所等との業務上の提携につい

て該当事項はありません。 
 
(2) 当該業務上の提携を開始した年月 
該当事項はありません。 

 
(3) 当該業務上の提携の内容 
該当事項はありません。 

 
(4) 共通の名称を用いるなどして二以上の国においてその業務を行う外国監査事
務所等によって構成される組織に属する場合には、当該組織及び当該組織にお

ける取決めの概要 
該当事項はありません。 

 



二．社員の概況 
１．社員の数 

公認会計士 特定社員 合計 
35人 －人 35人 

 
２．重要な事項に関する意思決定を行う合議体の構成 

合議体の名称 合議体の目的 
合議体の構成 

公認会計

士 
特定社員 計 

パートナー全体

会 
法令定款等に定めら

れている事項、規定

等の改廃等の重要事

項の意思決定をする 

35人 ―人 35人 

経営会議 経営の重要事項につ

いて協議し、法人業

務の具体的な意思決

定をする 

9人 ―人 9人 

 
 
三．事務所の概況 

名称 所在地 
当該事務所に勤務する者の数 

社員 公認会計士

である使用

人の数 公認会計士 特定社員 計 

(主)東京事務

所 

 

東京都千代田区大手町二

丁目 1番 1号大成大手町ビ
ル 9階 

35人 ― 35人 19人 

(従)  ― ― ― ― 
   



四．監査法人の組織の概要 

 
 
 
五．財産の概況 
１．売上高の総額 

（単位：千円） 
 第５年度   

2024年 1月 1日～ 
  2024年 12月 31日 

第６年度 
2025年 1月 1日～ 
 2025年 12月 31日 

売上高 
監査証明業務 
非監査証明業務 

 
2,063,429 

130,110 

 
2,331,352 

126,350       

合 計 2,193,539 2,457,702         

 
２．直近の二会計年度の計算書類 
※ 添付を参照。 
 

３．２．に掲げる計算書類に係る監査報告書 
※ 添付を参照 

 



 
４．供託金等の額 

（単位：千円） 
公認会計士法施行令第 25 条に規定する

供託金の額 
70,000 

供託所へ供託した供託金の額（金銭及び

有価証券の額） 
35,000 

保証委託契約の契約金額 ― 
有限責任監査法人責任保険契約の塡補

限度額（１事故／期間中） 
1,000,000／  2,000,000

     
 
５．供託金の全部又は一部を代替している有限責任監査法人責任保険契約の内容 

引受けを 
行う者の 
商号又は名称 

保険の種類 契約年月日 
保険金の額 
（塡補限度額） 

（１事故／期間中） 
東京海上日動

火災保険株式

会社 

公認会計士職

業賠償責任保

険 

2025年 8月 26日 1事故  
1,000百万円 

保険期間中 
   2,000百万円 

 

 
六．被監査会社等（大会社等に限る。）の名称 
 

ジョルダン株式会社 
株式会社サイバーセキュリティクラウド 
株式会社アピリッツ 
バリュークリエーション株式会社 
株式会社情報戦略テクノロジー 
株式会社Ｌｉｂｅｒａｗａｒｅ 
ククレブ・アドバイザーズ株式会社 
株式会社 TENTIAL 
株式会社ジモティー 
ニューラルグループ株式会社 
ウリドキ株式会社 
クラシコ株式会社 
株式会社ノースサンド 
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計算書類 

（第 6期） 

自 2025 年 1 月 1 日 

至 2025 年 12 月 31 日 

 

 

 

 

 

ESネクスト有限責任監査法人 
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貸 借 対 照 表 

（単位：千円）   

科目 前会計年度 
(2024 年 12月 31 日) 

当会計年度 
(2025 年 12月 31 日) 

科目 前会計年度 
(2024 年 12月 31 日) 

当会計年度 
(2025 年 12月 31 日) 

【資産の部】   【負債の部】   

流動資産 263,618 402,875 流動負債 308,797 450,251 

 現金及び預金 151,344 333,256 短期借入金 - 76,000 

業務未収入金 12,496 14,245 一年内返済予定長期借入金 111,978 107,387 

契約資産 50,185 - 未払金 63,730 58,072 

 前払費用 47,821 54,545 未払法人税等 - 663 

  その他流動資産 1,770 828 未払消費税等 46,578 69,645 

固定資産 399,167 378,872 契約負債 904 38,249 

有形固定資産 197,718 171,920 預り金 36,622 52,129 

建物附属設備 131,928 121,425 その他の流動負債 48,983 48,104 

器具備品 65,790 50,494 固定負債 260,337 227,284 

投資その他の資産 201,448 206,951 長期借入金 260,337 227,284 

敷金及び保証金 162,331 160,779 負債合計 569,135 677,535 

供託金 32,000 35,000 【純資産の部】   

繰延税金資産 2,244 3,108 社員資本 93,650 104,211 

その他の投資等 4,872 8,063 資本金 32,000 35,000 

   資本剰余金 64,000 70,000 

   資本準備金 64,000 70,000 

   利益剰余金 △2,349 △788 

   その他利益剰余金 △2,349 △788 

   繰越利益剰余金 △2,349 △788 

   純資産合計 93,650 104,211 

資産合計 662,785 781,747 負債純資産合計 662,785 781,747 
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損 益 計 算 書 

（単位：千円）   

科目 前会計年度 
(2024 年 1月 1 日から 2024年 12月 31 日) 

当会計年度 
(2025 年 1月 1 日から 2025年 12月 31 日) 

業務収入  2,193,539  2,457,702 

業務費用  2,189,450  2,450,381 

営業利益  4,088  7,320 

営業外収益     

受取利息 15  165  

その他営業外収益 202 218 374 540 

営業外費用     

支払利息 3,719  5,665  

その他営業外費用 118 3,837 148 5,814 

経常利益  468  2,047 

税引前当期純利益  468  2,047 

法人税、住民税及び事業税  1,324  1,349 

法人税等調整額  △1,113  △864 

当期純利益  256  1,561 
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社員資本等変動計算書 

前会計年度（2024 年 1 月 1 日から 2024 年 12月 31日まで） 

（単位：千円） 

 

当会計年度（2025 年 1 月 1 日から 2025 年 12月 31日まで） 

（単位：千円） 

 

 

社員資本 

純資産 

合 計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

社員 

資本 

合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

その他 

利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 29,000 58,000 58,000 △2,606 △2,606 84,393 84,393 

当期変動額        

社員出資金増加 3,000 12,000 12,000 - - 15,000 15,000 

社員出資金減少 - △6,000 △6,000 - - △6,000 △6,000 

当期純利益 - - - 256 256 256 256 

当期変動額合計 3,000 6,000 6,000 256 256 9,256 9,256 

当期末残高 32,000 64,000 64,000 △2,349 △2,349 93,650 93,650 

 

社員資本 

純資産 

合 計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

社員 

資本 

合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

その他 

利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 32,000 64,000 64,000 △2,349 △2,349 93,650 93,650 

当期変動額        

社員出資金増加 3,000 6,000 6,000 - - 9,000 9,000 

社員出資金減少 - - - - - - - 

当期純利益 - - - 1,561 1,561 1,561 1,561 

当期変動額合計 3,000 6,000 6,000 1,561 1,561 10,561 10,561 

当期末残高 35,000 70,000 70,000 △788 △788 104,211 104,211 
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注記表 
前会計年度 

(2024 年 1月 1 日から 2024年 12月 31日まで) 

当会計年度 

(2025 年 1月 1 日から 2025年 12月 31日まで)  

当法人の計算書類は、公認会計士法及び同施行規則並び

に我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に基づいて作成している。 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産       定率法 

ただし、建物附属設備は定額法を採用している。 

(2) 収益及び費用の計上基準 

業務収入の計上基準 

業務収入は、監査業務及び非監査業務の提供に

よる収入であり、顧客との契約に基づいて、業務

を提供する履行義務を負っている。当該契約は、

一定の期間にわたり履行義務を充足する取引で

あり、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に

見積り、当該進捗度に基づき収益を認識してい

る。 

 

２． 重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当会計年度に係る計算書類

にその額を計上した項目であって、翌会計年度に係る

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは

次の通りである。 

繰延税金資産   2,244 千円 

 

３． 貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 78,719千円 

 

４． 損益計算書に関する注記 

(1) 業務収入の内訳  

監査業務収入  2,063,429 千円 

非監査業務収入    130,110 千円 

 

５． 税効果会計に関する注記  

繰延税金資産の主な発生原因は、未払事業所税であ

る。 

 

６． 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

金融商品に対する取り組み方針として、余剰資

金が生じる場合の資金運用については安全性の

高い預金としている。また、デリバティブ取引

は行っていない。 

業務未収入金については、信用リスクにさらさ

れているものの、当該リスクに関しては、取引先

ごとに期日及び残高管理を行いリスクの軽減を

図っている。 

未払金及び預り金は、全て 1 年内の支払期日で

ある。 

 

当法人の計算書類は、公認会計士法及び同施行規則並び

に我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に基づいて作成している。 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

同左 

 

(2) 収益及び費用の計上基準 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当会計年度に係る計算書類

にその額を計上した項目であって、翌会計年度に係る

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは

次の通りである。 

繰延税金資産  3,108千円 

 

３． 貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 86,718千円 

 

４． 損益計算書に関する注記 

(1) 業務収入の内訳  

監査業務収入  2,331,352 千円 

非監査業務収入    126,350 千円 

 

５． 税効果会計に関する注記  

繰延税金資産の主な発生原因は、未払事業所税であ

る。 

 

６． 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

金融商品に対する取り組み方針として、余剰資

金が生じる場合の資金運用については安全性の

高い預金としている。また、デリバティブ取引

は行っていない。 

業務未収入金については、信用リスクにさらさ

れているものの、当該リスクに関しては、取引

先ごとに期日及び残高管理を行いリスクの軽減

を図っている。 

未払金及び預り金は、全て 1 年内の支払期日で

ある。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2024年 12月 31 日における貸借対照表計上額、

時価及びこれらの差額については、次のとおり

である。なお、「現金及び預金」「業務未収入金」

「未払金」「預り金」については、現金であるこ

と及び短期間で決済され、時価は帳簿価額に近

似することから注記を省略している。 

 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

敷金及び保証金 162,331 160,544 △1,787 

借入金 372,315 369,554 △2,761 

（注）金融商品の時価の算出方法 

① 敷金及び保証金 

敷金及び保証金を、国債の利回りの利率で割り引

いた現在価値によっている。 

② 借入金 

元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値によって

いる。 

 

７． その他の注記 

 貸借対照表、損益計算書、社員資本等変動計算書及

び注記表の作成にあたり、金額は千円未満を切り捨て

て表示している。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2025年 12月 31 日における貸借対照表計上額、

時価及びこれらの差額については、次のとおり

である。なお、「現金及び預金」「業務未収入金」

「短期借入金」「未払金」「預り金」については、

現金であること及び短期間で決済され、時価は

帳簿価額に近似することから注記を省略してい

る。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

敷金及び保証金 160,779 158,271 △2,508 

借入金 334,671 330,102 △4,569 

（注）金融商品の時価の算出方法 

① 敷金及び保証金 

同左 

 

② 借入金 

同左 

 

 

 

７． その他の注記 

同左 

 

 



 7 / 8 

 

附属明細書 

１．有形固定資産の明細 

前会計年度（2024 年 1 月 1 日から 2024 年 12月 31日まで） 

（単位：千円） 

区

分 
資産の種類 

期首 

帳簿価額 

期中 

増加額 

期中 

減少額 

当期 

償却額 

期末 

帳簿価額 

償却 

累計額 

期末 

取得価額 

有

形

固

定

資

産 

建物附属設備 48,448 91,130 - 7,650 131,928 13,704 145,632 

器具備品 36,232 56,525 - 26,967 65,790 65,015 130,805 

計 84,681 147,655 - 34,618 197,718 78,719 276,438 

 

当会計年度（2025 年 1 月 1 日から 2025 年 12月 31日まで） 

（単位：千円） 

区

分 
資産の種類 

期首 

帳簿価額 

期中 

増加額 

期中 

減少額 

当期 

償却額 

期末 

帳簿価額 

償却 

累計額 

期末 

取得価額 

有

形

固

定

資

産 

建物附属設備 131,928 - - 10,502 121,425 24,206 145,632 

器具備品 65,790 10,897 - 26,193 50,494 62,511 113,005 

計 197,718 10,897 - 36,695 171,920 86,718 258,638 
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２．業務費用の明細 

（単位：千円） 

科目 
前会計年度 

(2024 年 1月 1 日から 2024年 12月 31 日) 

当会計年度 

(2025 年 1月 1 日から 2025年 12月 31 日) 

人件費 

報酬給与 

法定福利費 

退職給付費用 

福利厚生費 

業務委託費 

 

1,332,345 

131,523 

10,938 

20,942 

243,621 

 

 

 

 

 

1,739,371 

 

1,474,882 

179,191 

12,029 

22,705 

234,551 

 

 

 

 

 

1,923,361 

人材開発費 

研修費 

採用費 

 

11,490 

23,228 

 

 

34,718 

 

35,796 

16,195 

 

 

51,991 

IT 及び通信費 

通信費 

外注費 

減価償却費 

 

61,211 

24,440 

12,361 

 

 

 

98,013 

 

77,246 

31,785 

16,626 

 

 

 

125,657 

設備関連費用 

地代家賃 

水道光熱費 

消耗品費 

減価償却費 

 

191,251 

6,566 

2,411 

23,461 

 

 

 

 

223,690 

 

224,459 

9,033 

1,707 

21,621 

 

 

 

 

256,823 

その他の費用 

支払報酬 

旅費交通費 

諸会費 

その他 

 

29,555 

20,124 

12,661 

31,314 

 

 

 

 

93,656 

 

33,778 

22,283 

16,150 

20,333 

 

 

 

 

92,547 

合計  2,189,450  2,450,381 

 














